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Ⅰ 調査概要 

 

１．調査目的 

事業所の活動に関係の深い「ユニバーサルデザイン」、「社会貢献活動」等について、県

内の事業所の取組状況等を把握し、今後の県の施策を検討する際の資料として活用するこ

とを目的に実施した。 

２．調査設計 

調査対象：静岡県内の従業員規模が５人以上の事業所 

抽出方法：無作為抽出 

標 本 数：2,000事業所 

調査方法：郵送配布・郵送回収 

調査期間：令和元年10月15日（火）～令和元年10月31日（木） 

３．回収結果 

配 布 数：2,000事業所 

回 収 数：624事業所 

有効回収数：612事業所  ※回収数から白票などの無効票を引いた数 

有効回収率：30.6％ 

４．報告書を見る際の注意点 

・基数となるべき実数は調査数ｎとして記載し、回答比率はこれを100％として算出してい

る。 

・比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入しているため、百分率の合計

が100％にならない場合がある。 

・複数回答可能な設問では、回答比率の合計が100％を超える場合がある。 
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５．結果の概要 

 

（１）「ユニバーサルデザイン」という言葉の認知度 

・「言葉も意味も知っていた」と「言葉を聞いたことはあるが、意味は知らなかった」と

回答した割合を合わせた「ユニバーサルデザインの認知度」については82.2％となっ

ており、この内「言葉も意味も知っていた」と回答した割合が49.7％と、平成29年度

の調査結果と比較して0.3ポイント上昇した。 

 

（２）事業を営む上でのユニバーサルデザインの取り入れ状況 

・「取り入れている」と回答した割合が50.8％と、平成29年度の調査結果と比較して、4.9

ポイント上昇した。 

 

（３）課題 

・「ユニバーサルデザイン」という言葉の認知度について「言葉も意味も知っていた」と

回答した割合は平成29年度より上昇しているものの、49.7％と半分程度となっている。

認知度を更に上昇させる必要がある。 

・ユニバーサルデザインを取り入れる必要があると考える理由で、「業務上関係があるか

ら」と「顧客のニーズがあるから」と回答した割合が約半数を占めているが、「新たな

市場になりそうだから」という回答もあることから、新たなビジネスチャンスに繋が

るという側面からのアプローチが必要である。 

・事業を営む上でのユニバーサルデザインの必要性について「必要がある」と答えてい

る企業は７割程度となっているが、そのうちの約半数はユニバーサルデザインを取り

入れていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ユニバーサルデザイン」 
という言葉の認知度 

言葉も意味も

知っていた

49.7%

言葉を聞いたことは

あるが、意味は

知らなかった

32.5%

今回初めて聞いた

17.6%

無回答

0.2%

（n=612）

事業を営む上での 
ユニバーサルデザインの取り入れ状況 

取り入れている

50.8%

取り入れていない

49.0%

無回答

0.2%

（n=437）
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６．調査標本数一覧 

 

＜産業分類別＞               ＜従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜所在地別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業分類 抽出事業所数

農業，林業 12

漁業 2

鉱業，採石業，砂利採取業 1

建設業 187

製造業 306

電気・ガス・熱供給・水道業 3

情報通信業 19

運輸業，郵便業 84

卸売業，小売業 506

金融業，保険業 49

不動産業，物品賃貸業 42

学術研究，専門・技術サービス業 58

宿泊業，飲食サービス業 253

生活関連サービス業，娯楽業 84

教育，学習支援業 44

医療，福祉 219

複合サービス事業 20

サービス業（他に分類されないもの） 111

総計 2,000

市郡名 区町名 抽出事業所数

葵区 168

駿河区 127

清水区 124

中区 150

東区 83

西区 49

南区 49

北区 43

浜北区 42

天竜区 13

沼津市 123

熱海市 25

三島市 55

富士宮市 62

伊東市 39

島田市 49

富士市 143

磐田市 76

焼津市 74

掛川市 60

藤枝市 70

御殿場市 48

静岡市

浜松市

従業員規模 抽出事業所数

５～９人 939

10～19人 576

20～29人 197

30～49人 134

50～99人 95

100～199人 44

200～299人 5

300～499人 9

500～999人 1

1,000人以上 0

総計 2,000

市郡名 区町名 抽出事業所数

袋井市 43

下田市 15

裾野市 23

湖西市 25

伊豆市 17

御前崎市 20

菊川市 21

伊豆の国市 22

牧之原市 27

東伊豆町 7

河津町 4

南伊豆町 4

松崎町 3

西伊豆町 4

田方郡 函南町 15

清水町 22

長泉町 19

小山町 8

吉田町 16

川根本町 5

周智郡 森町 8

2,000総計

賀茂郡

駿東郡

榛原郡
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Ⅱ 調査結果 

１ 属性 

１．所在地 

以下の（ア）～（ウ）のそれぞれについて、あてはまるものいずれか１つに○印をつけてく

ださい。 

（ア）所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東部地区

29.2%

中部地区

34.5%

西部地区

33.3%

無回答

2.9%

（n=612）
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２．業種 

（イ）業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．従業員規模 

（ウ）事業所の従業員規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農
林
漁
業

鉱
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

運
輸
・
通
信
業

卸
売
・
小
売
業
、

飲
食
店

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

サ
ー

ビ
ス
業

そ
の
他

無
回
答

1.3 
0.0 

10.6 

15.4 

2.1 

4.9 

21.1 

3.8 

0.8 

19.3 
17.0 

3.8 

0%

10%

20%

30%
（n=612）

５
～

９
人

１
０
～

２
９
人

３
０
～

９
９
人

１
０
０
～

２
９
９
人

３
０
０
～

９
９
９
人

１
,
０
０
０
～

１
,
９
９
９
人

２
,
０
０
０
人
以
上

無
回
答

39.7 

33.8 

15.8 

4.7 

1.0 0.8 0.5 
3.6 

0%

10%

20%

30%

40%
（n=612）
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２ 「ユニバーサルデザイン」について 

４．「ユニバーサルデザイン」という言葉の認知度 

問１ 貴事業所は、「ユニバーサルデザイン」という言葉を知っていましたか。あてはまるも

のいずれか１つに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ユニバーサルデザイン」という言葉の認知度は、「言葉も意味も知っていた」が49.7％、

「言葉を聞いたことはあるが、意味は知らなかった」が32.5％、「今回初めて聞いた」が17.6％

となっている。 

 

 

言葉も意味も知っていた

49.7%

言葉を聞いたことはあるが、

意味は知らなかった

32.5%

今回初めて聞いた

17.6%

無回答

0.2%

（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、どの地区も同様の傾向となっている。 

業種別では、「言葉を聞いたことはあるが、意味は知らなかった」が“農林漁業”、“建設業”、

“電気・ガス・熱供給・水道業”で最も多くなっている。 

従業員規模別では、“５～９人”で「言葉も意味も知っていた」が44.4％と５割を下回って

いたが、10人以上では全て５割以上となっている。 

 

調
査
数

言
葉
も
意
味
も
知
っ

て
い
た

言
葉
を
聞
い
た
こ
と
は
あ
る
が
、

意
味
は
知
ら
な
か
っ

た

今
回
初
め
て
聞
い
た

無
回
答

612 49.7 32.5 17.6 0.2

東部地区 179 45.3 35.2 19.6      -

中部地区 211 53.6 31.8 14.7      -

西部地区 204 52.0 29.9 18.1      -

農林漁業 8 25.0 62.5 12.5      -

鉱業      -      -      -      -      -

建設業 65 41.5 43.1 15.4      -

製造業 94 45.7 35.1 19.1      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 38.5 61.5      -      -

運輸・通信業 30 50.0 40.0 10.0      -

卸売・小売業、
飲食店

129 44.2 31.0 24.0 0.8

金融・保険業 23 65.2 30.4 4.3      -

不動産業 5 80.0 20.0      -      -

サービス業 118 50.8 26.3 22.9      -

その他 104 62.5 26.0 11.5      -

５～９人 243 44.4 36.2 19.3      -

10～29人 207 50.7 30.9 18.4      -

30～99人 97 55.7 28.9 15.5      -

100～299人 29 75.9 20.7 3.4      -

300～999人 6 66.7 33.3      -      -

1,000～1,999人 5 80.0 20.0      -      -

2,000人以上 3 66.7      -      - 33.3

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体



9 

＜分析・考察＞ 

“農林漁業”、“電気・ガス・熱供給・水道業”では、「言葉も意味も知っていた」と答えた

割合が４割を下回っている。また、従業員規模が小さい事業所ほど、「言葉も意味も知ってい

た」と答える割合が低い傾向があることから、“農林漁業”、“電気・ガス・熱供給・水道業”

や従業員規模が小さい事業所への啓発活動が必要であることと考えられる。 
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＜年度別結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊選択肢「言葉も意味も知っていた」は、平成29年度までは「意味まで知っていた」 

＊令和元年度では、選択肢「わからない」はなし 

 

 

年度別では、「言葉も意味も知っていた」が平成18年度で前年度に比べてやや低くなったも

のの、以降は増加傾向にある。 

 

＜年度別結果からの考察＞ 

「ユニバーサルデザイン」という言葉の認知度について、「言葉も意味も知っていた」と回

答した割合は平成29年度より上昇しているものの、49.7％と、半分程度となっている。ユニ

バーサルデザインの認知度は浸透してきていると言えるが、更に浸透させるためには事業者

がユニバーサルデザインについて理解しやすいこれまでとは異なるアプローチも必要である。 

 

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成21年度

平成24年度

平成27年度

平成29年度

令和元年度

19.0 

24.5 

28.8 

30.9 

39.7 

41.4 

38.4 

39.7 

40.6 

48.1 

49.4 

49.7 

31.0 

34.4 

36.8 

39.5 

37.5 

33.0 

36.4 

38.1 

35.5 

28.8 

30.7 

32.5 

48.5 

39.8 

31.3 

27.9 

21.4 

24.1 

24.0 

20.3 

21.6 

20.9 

17.9 

17.6 

1.5 

1.3 

3.1 

1.0 

0.4 

0.7 

0.7 

1.5 

1.4 

1.9 

1.5 

0.7 

0.9 

0.8 

0.5 

0.4 

0.8 

0.3 

0.6 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

言葉も意味も知っていた

言葉を聞いたことはあるが、意味は知らなかった

今回初めて聞いた

わからない

無回答



11 

５．事業を営む上でのユニバーサルデザインの必要性 

問２ 貴事業所は、誰もが「使いやすい製品づくり」、「買い物しやすい店舗づくり」、「働き

やすい職場環境づくり」など、事業を営む上でユニバーサルデザインの考え方を取り

入れていく必要があると考えますか。いずれかあてはまる方に○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を営む上でのユニバーサルデザインの必要性は、「必要がある」が71.4％、「必要がな

い」が28.4％となっている。 

 

 

必要がある

71.4%

必要がない

28.4%

無回答

0.2%

（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、“農林漁業”で「必要がない」が62.5％と、「必要がある」よりも多くなって

いるが、他の業種では全て「必要がある」が「必要がない」を上回っており、必要性を感じ

ている事業者が多い。 

 

＜分析・考察＞ 

業種別や従業員規模別によって、ユニバーサルデザインの必要性について考え方が異なる

ため、業種や従業員規模別に沿ったＰＲが必要である。 

調
査
数

必
要
が
あ
る

必
要
が
な
い

無
回
答

612 71.4 28.4 0.2

東部地区 179 68.2 31.8      -

中部地区 211 72.5 27.5      -

西部地区 204 74.0 25.5 0.5

農林漁業 8 37.5 62.5      -

鉱業      -      -      -      -

建設業 65 69.2 30.8      -

製造業 94 63.8 36.2      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 76.9 23.1      -

運輸・通信業 30 70.0 30.0      -

卸売・小売業、
飲食店

129 72.1 27.1 0.8

金融・保険業 23 82.6 17.4      -

不動産業 5 100.0      -      -

サービス業 118 72.9 27.1      -

その他 104 76.0 24.0      -

５～９人 243 66.7 33.3      -

10～29人 207 76.3 23.7      -

30～99人 97 70.1 28.9 1.0

100～299人 29 75.9 24.1      -

300～999人 6 100.0      -      -

1,000～1,999人 5 100.0      -      -

2,000人以上 3 100.0      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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＜年度別結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別では、「必要がある」は増減を繰り返している。 

 

＜年度別結果からの考察＞ 

「必要がある」と答える割合を増やしていく必要があるが、そのためには、事業所がユニ

バーサルデザインの役割や導入するメリットについて理解できるように、これまでとは異な

る新たなＰＲ方法を検討する必要がある。 

 

 

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成21年度

平成24年度

平成27年度

平成29年度

令和元年度

67.5 

68.0 

69.7 

75.6 

65.3 

64.9 

63.6 

72.2 

71.2 

74.2 

69.9 

71.4 

31.9 

31.5 

28.2 

24.4 

33.8 

34.3 

36.3 

26.8 

27.5 

25.6 

30.1 

28.4 

0.6 

0.6 

2.1 

0.9 

0.7 

0.2 

0.9 

1.2 

0.1 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必要がある 必要がない 無回答
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６．ユニバーサルデザインを取り入れる必要がないと考える理由 

問３ 問２で「２ 必要がない」と回答した事業所に伺います。 

必要がないと考える理由は何ですか。あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニバーサルデザインを取り入れる必要がないと考える理由は、「業務上関係がないから」

が73.6％と最も多く、次いで「顧客のニーズがないから」が28.2％、「利益につながらないか

ら」が9.8％などとなっている。 

 

業
務
上
関
係
が
な
い
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
な
い
か
ら

利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら

研
究
・
開
発
を
行
う
人
材
が
不
足
し

て
い
る
か
ら

法
令
等
の
規
制
や
義
務
が
な
い
か
ら

研
究
・
開
発
に
経
費
が
か
か
り
そ
う

だ
か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が
ら

な
い
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い
な

い
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て
い

る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

73.6 

28.2 

9.8 9.2 8.0 5.7 4.6 3.4 
0.0 

9.2 

0.6 
0%

20%

40%

60%

80%
（n=174）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、「業務上関係がないから」がどの地区も７割を超えており、業種別でも、ど

の業者も５割を超えている。 

 

＜分析・考察＞ 

業種別では大きな差は見られないが、従業員規模別だと、従業員規模が小さいほど「業務

上関係がないから」と答える割合が多くなっている。従業員規模が小さい事業所を対象とし

たＰＲの充実を行うと共に、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れるメリットを伝えて

いく必要がある。 

調
査
数

業
務
上
関
係
が
な
い
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
な
い
か
ら

利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら

研
究
・
開
発
を
行
う
人
材
が
不
足

し
て
い
る
か
ら

法
令
等
の
規
制
や
義
務
が
な
い
か

ら 研
究
・
開
発
に
経
費
が
か
か
り
そ

う
だ
か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が

ら
な
い
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い

な
い
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て

い
る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

174 73.6 28.2 9.8 9.2 8.0 5.7 4.6 3.4      - 9.2 0.6

東部地区 57 71.9 29.8 8.8 12.3 8.8 8.8 7.0 3.5      - 8.8      -

中部地区 58 79.3 25.9 10.3 10.3 6.9 3.4 1.7 3.4      - 5.2 1.7

西部地区 52 73.1 32.7 3.8 5.8 7.7 1.9 3.8 1.9      - 11.5      -

農林漁業 5 80.0      -      -      - 20.0      -      -      -      -      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 20 85.0 35.0      - 5.0      -      -      -      -      -      -      -

製造業 34 82.4 26.5 8.8 8.8 11.8 5.9 5.9 2.9      - 8.8      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

3 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

運輸・通信業 9 55.6 33.3 33.3 33.3 22.2 33.3 11.1 11.1      - 11.1      -

卸売・小売業、
飲食店

35 62.9 40.0 11.4 11.4 5.7 5.7 5.7 2.9      - 20.0 2.9

金融・保険業 4 100.0      -      - 25.0      -      -      -      -      -      -      -

不動産業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

サービス業 32 59.4 31.3 6.3 9.4 12.5 3.1 6.3 9.4      - 6.3      -

その他 25 88.0 24.0 4.0 4.0 4.0 4.0      -      -      - 4.0      -

５～９人 81 76.5 30.9 11.1 12.3 6.2 6.2 3.7 4.9      - 8.6      -

10～29人 49 85.7 28.6 4.1 4.1 8.2 2.0 2.0      -      - 4.1 2.0

30～99人 28 57.1 21.4 3.6 7.1 10.7 3.6 7.1 7.1      - 14.3      -

100～299人 7 42.9 42.9 14.3 28.6 28.6 28.6 14.3      -      -      -      -

300～999人      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

1,000～1,999人      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

2,000人以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体



16 

７．ユニバーサルデザインを取り入れる必要があると考える理由 

問４ 問２で「１ 必要がある」と回答した事業所に伺います。 

必要があると考える理由は何ですか。あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニバーサルデザインを取り入れる必要があると考える理由は、「業務上関係があるから」

が48.5％と最も多く、次いで「顧客のニーズがあるから」が48.3％、「製品・サービスの価値

が上がるから」が31.8％などとなっている。 

 

業
務
上
関
係
が
あ
る
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
あ
る
か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が
る

か
ら

利
益
に
つ
な
が
る
と
思
わ
れ
る
か
ら

新
た
な
市
場
に
な
り
そ
う
だ
か
ら

話
題
に
な
っ

て
い
る
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て
い

る
か
ら

研
究
・
開
発
を
行
う
人
材
が
不
足
し

て
い
る
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い
な

い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

48.5 48.3 

31.8 

21.7 

8.9 
5.7 4.1 3.7 2.7 

10.3 

0.2 
0%

10%

20%

30%

40%

50%
（n=437）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、“中部地区”、“西部地区”では「業務上関係があるから」が最も多くなって

いるが、“東部地区”では「顧客のニーズがあるから」が51.6％と最も多くなっている。 

業種別では、製造業で「製品・サービスの価値が上がるから」の回答が最も多く、それ以

外の業種では「業務上関係があるから」又は「顧客のニーズがあるから」との回答が最も多

くなっている。 

 

調
査
数

業
務
上
関
係
が
あ
る
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
あ
る
か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が

る
か
ら

利
益
に
つ
な
が
る
と
思
わ
れ
る
か

ら 新
た
な
市
場
に
な
り
そ
う
だ
か
ら

話
題
に
な
っ

て
い
る
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て

い
る
か
ら

研
究
・
開
発
を
行
う
人
材
が
不
足

し
て
い
る
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い

な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

437 48.5 48.3 31.8 21.7 8.9 5.7 4.1 3.7 2.7 10.3 0.2

東部地区 122 43.4 51.6 38.5 20.5 9.8 4.9 2.5 3.3 2.5 10.7 0.8

中部地区 153 50.3 49.7 28.8 22.9 9.2 5.2 4.6 2.6 2.6 10.5      -

西部地区 151 51.7 43.0 30.5 21.2 8.6 6.6 4.6 5.3 2.6 10.6      -

農林漁業 3 66.7      - 66.7 33.3      -      -      -      -      -      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 45 57.8 35.6 20.0 8.9 4.4 2.2 4.4 4.4      - 11.1 2.2

製造業 60 35.0 31.7 41.7 26.7 15.0 8.3 3.3 10.0 6.7 13.3      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

10 50.0 50.0 10.0 40.0 20.0 10.0 10.0      -      - 10.0      -

運輸・通信業 21 38.1 52.4 42.9 33.3 4.8      - 4.8      -      - 19.0      -

卸売・小売業、
飲食店

93 37.6 59.1 31.2 31.2 12.9 4.3 7.5 2.2 3.2 9.7      -

金融・保険業 19 36.8 68.4 36.8      - 10.5 5.3      -      -      - 5.3      -

不動産業 5 20.0 60.0 60.0 60.0 20.0      -      -      -      -      -      -

サービス業 86 60.5 55.8 31.4 19.8 4.7 12.8 1.2 3.5 2.3 5.8      -

その他 79 62.0 40.5 29.1 12.7 7.6 1.3 2.5 3.8 2.5 15.2      -

５～９人 162 42.6 46.3 31.5 24.7 11.1 8.6 3.1 2.5 2.5 8.0 0.6

10～29人 158 51.3 48.7 28.5 19.6 7.0 3.8 4.4 4.4 3.2 12.0      -

30～99人 68 57.4 47.1 38.2 20.6 7.4 1.5 5.9 5.9 1.5 13.2      -

100～299人 22 50.0 45.5 36.4 13.6 4.5 4.5 4.5      -      - 13.6      -

300～999人 6 33.3 66.7 50.0 33.3 33.3 16.7      -      -      -      -      -

1,000～1,999人 5 80.0 60.0 60.0 20.0      - 20.0      -      -      -      -      -

2,000人以上 3 100.0 66.7      - 33.3      -      -      - 33.3 33.3 33.3      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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＜分析・考察＞ 

業種によって理由は様々ではあるが、“農林漁業”以外では、「新たな市場になりそうだか

ら」と答えている企業があり、ビジネスチャンスとして考えている事業所があることがわか

る。多くの業種で「業務上関係があるから」、「顧客のニーズがあるから」という理由が上位

を占めているが、今後、ユニバーサルデザインの導入をさらに進めていくためには、ビジネ

スチャンスやユニバーサルデザインを導入するメリットという側面からのＰＲも重要である。 



19 

８．事業を営む上でのユニバーサルデザインの取り入れ状況 

問５ 問２で「１ 必要がある」と回答した事業所に伺います。 

貴事業所は、事業を営む上で実際にユニバーサルデザインを取り入れていますか。い

ずれかあてはまる方に○印をつけてください。 

例えば、値札や取扱説明書を大きく分かりやすくしたり、開封しやすいパッケージに

したり、出入口にスロープを付けたりするなど、誰もが使いやすいものづくりや働き

やすい職場環境づくりを心がけている、などです。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を営む上でユニバーサルデザインの考え方を取り入れていく必要があると考えている

事業所のうち、実際のユニバーサルデザインの取り入れ状況は、「取り入れている」が50.8％、

「取り入れていない」が49.0％となっている。 

 

 

取り入れている

50.8%

取り入れていない

49.0%

無回答

0.2%

（n=437）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、“金融保険業”、“不動産業”、“サービス業”、“その他”で「取り入れている」

が「取り入れていない」を上回っており、特に“金融保険業”、“不動産業”では、８割以上

となっている。 

従業員規模別では、“５～９人”で「取り入れていない」が55.6％と、「取り入れている」

よりも多くなっているが、「100人～299人」を除いて、それ以外の規模では「取り入れている」

が「取り入れていない」を上回っている。 

 

調
査
数

取
り
入
れ
て
い
る

取
り
入
れ
て
い
な
い

無
回
答

437 50.8 49.0 0.2

東部地区 122 52.5 47.5      -

中部地区 153 50.3 49.0 0.7

西部地区 151 52.3 47.7      -

農林漁業 3 33.3 66.7      -

鉱業      -      -      -      -

建設業 45 37.8 62.2      -

製造業 60 45.0 55.0      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

10 30.0 70.0      -

運輸・通信業 21 47.6 52.4      -

卸売・小売業、
飲食店

93 39.8 59.1 1.1

金融・保険業 19 84.2 15.8      -

不動産業 5 80.0 20.0      -

サービス業 86 57.0 43.0      -

その他 79 67.1 32.9      -

５～９人 162 43.8 55.6 0.6

10～29人 158 52.5 47.5      -

30～99人 68 63.2 36.8      -

100～299人 22 50.0 50.0      -

300～999人 6 83.3 16.7      -

1,000～1,999人 5 80.0 20.0      -

2,000人以上 3 100.0      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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＜分析・考察＞ 

事業を営む上でのユニバーサルデザインの必要性について「必要がある」と答えている企

業は７割程度となっているが、そのうちの約半数はユニバーサルデザインを取り入れておら

ず、「取り入れている」と答えた割合が５割を超えているのは“金融・保険業”、“不動産業”、

“サービス業”、“その他”の４業種のみとなっている。業種ごとに取り入れ方や取り入れる

メリット等、伝える内容を変えながらＰＲを行う必要がある。 
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＜年度別結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度別では、「取り入れている」が令和元年度で50.8％と、平成29年度に比べて4.9ポイン

ト多くなっている。令和元年度では、平成12年度の約２倍となっている。 

今回の調査では「取り入れている」が50.8％となり、平成27年度の53.0％に次ぐ多さとな

っている。 

 

＜年度別結果からの考察＞ 

「取り入れている」と答える事業所は、近年増減があるものの、平成12年度からみると増

加傾向にある。既存のＰＲ方法に加えて、さらに業種ごとに異なるアプローチを行う必要が

ある。 

 

 

平成12年度

平成13年度

平成14年度

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成21年度

平成24年度

平成27年度

平成29年度

令和元年度

25.0 

26.3 

32.6 

34.0 

40.5 

41.4 

37.5 

43.2 

46.8 

53.0 

45.9 

50.8 

73.5 

73.2 

65.2 

66.0 

58.8 

58.0 

62.3 

55.1 

53.0 

46.0 

52.0 

49.0 

1.5 

0.5 

2.2 

0.7 

0.6 

0.3 

1.7 

0.2 

1.0 

2.2 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取り入れている 取り入れていない 無回答
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９．ユニバーサルデザインを取り入れていない理由 

問６ 問５で「２ 取り入れていない」と回答した事業所に伺います。 

貴事業所がユニバーサルデザインを取り入れていない理由は何ですか。あてはまるも

のすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業を営む上で、ユニバーサルデザインを取り入れる必要があると考える事業所において、

ユニバーサルデザインを取り入れていない理由は、「ユニバーサルデザインの取り入れ方がわ

からないから」が36.9％と最も多く、次いで「その他」が23.4％、「法令等の規制や義務がな

いから」が20.6％などとなっている。 

 

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
取
り
入

れ
方
が
わ
か
ら
な
い
か
ら

法
令
等
の
規
制
や
義
務
が
な
い
か
ら

研
究
・
開
発
に
経
費
が
か
か
り
そ
う

だ
か
ら

業
務
上
関
係
が
な
い
か
ら

利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
な
い
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い
な

い
か
ら

イ
メ
ー

ジ
ア
ッ

プ
に
つ
な
が
ら
な
い

か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が
ら

な
い
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て
い

る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

36.9 

20.6 20.1 

11.2 

7.5 6.5 
3.3 

0.9 0.9 0.0 

23.4 

2.8 

0%

10%

20%

30%

40%
（n=214）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員規模別では、“100～299人”で「研究・開発に経費がかかりそうだから」が27.3％と

最も多くなっている。 

 

＜分析・考察＞ 

従業員規模が小さい事業所ほど、「ユニバーサルデザインの取り入れ方がわからないから」

と答える事業所が多い傾向がある。また、「研究・開発に経費がかかりそうだから」と答える

事業所も多く、従業員規模が小さい事業所向けのＰＲを行うとともに、導入した際のメリッ

トについても伝えていく必要がある。 

調
査
数

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
の
取
り

入
れ
方
が
わ
か
ら
な
い
か
ら

法
令
等
の
規
制
や
義
務
が
な
い
か

ら 研
究
・
開
発
に
経
費
が
か
か
り
そ

う
だ
か
ら

業
務
上
関
係
が
な
い
か
ら

利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら

顧
客
の
ニ
ー

ズ
が
な
い
か
ら

競
合
他
社
が
ま
だ
取
り
入
れ
て
い

な
い
か
ら

イ
メ
ー

ジ
ア
ッ

プ
に
つ
な
が
ら
な

い
か
ら

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
価
値
が
上
が

ら
な
い
か
ら

競
合
他
社
が
す
で
に
取
り
入
れ
て

い
る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

214 36.9 20.6 20.1 11.2 7.5 6.5 3.3 0.9 0.9      - 23.4 2.8

東部地区 58 39.7 32.8 22.4 13.8 10.3 1.7 3.4      -      -      - 24.1 1.7

中部地区 75 33.3 16.0 14.7 10.7 6.7 10.7 4.0      - 2.7      - 29.3 4.0

西部地区 72 38.9 12.5 25.0 11.1 4.2 5.6 2.8 2.8      -      - 16.7 2.8

農林漁業 2 100.0 100.0 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 28 28.6 21.4 14.3 3.6 7.1 7.1 10.7      -      -      - 14.3 14.3

製造業 33 33.3 9.1 27.3 18.2 6.1 6.1 3.0      -      -      - 12.1 3.0

電気・ガス・
熱供給・水道業

7 42.9 28.6 14.3 14.3 28.6      -      - 14.3      -      - 42.9      -

運輸・通信業 11 36.4 27.3 27.3 18.2      - 9.1      -      -      -      - 18.2      -

卸売・小売業、
飲食店

55 49.1 21.8 16.4 5.5 9.1 9.1 3.6      - 1.8      - 30.9      -

金融・保険業 3      - 33.3 33.3 33.3      -      -      -      -      -      - 66.7      -

不動産業 1      - 100.0 100.0      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -

サービス業 37 32.4 16.2 18.9 18.9 5.4 5.4      -      - 2.7      - 21.6      -

その他 26 34.6 15.4 23.1 7.7      -      - 3.8 3.8      -      - 30.8 3.8

５～９人 90 42.2 27.8 27.8 13.3 10.0 4.4 3.3 1.1 1.1      - 17.8 2.2

10～29人 75 38.7 10.7 13.3 9.3 5.3 4.0 5.3      - 1.3      - 26.7 5.3

30～99人 25 28.0 24.0 12.0 4.0      - 12.0      - 4.0      -      - 36.0      -

100～299人 11 18.2 9.1 27.3 18.2 9.1 18.2      -      -      -      - 27.3      -

300～999人 1      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -

1,000～1,999人 1      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -      -      -      -

2,000人以上      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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10．ユニバーサルデザインの取り入れ方 

問７ 問５で「１ 取り入れている」と回答した事業所に伺います。 

貴事業所はユニバーサルデザインを、どのようなところに取り入れていますか。あて

はまるものすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニバーサルデザインの取り入れ方は、「製品・サービスにすでに取り入れている」が45.5％

と最も多く、次いで「労働環境を整備・改善している」が40.1％、「従業員教育を行っている」

が29.3％などとなっている。 

 

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
に
す
で
に
取
り
入

れ
て
い
る

労
働
環
境
を
整
備
・
改
善
し
て
い
る

従
業
員
教
育
を
行
っ

て
い
る

情
報
収
集
を
行
っ

て
い
る

顧
客
に
対
す
る
Ｐ
Ｒ
を
行
っ

て
い
る

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
研
究
・
開
発
を

行
っ
て
い
る

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
・
基
準
を
作
成
し
て
い
る

見
学
コ
ー

ス
を
整
備
・
改
善
し
て
い

る ユ
ー
ザ
ー

向
け
の
説
明
書
に
取
り
入

れ
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

45.5 

40.1 

29.3 

14.9 
12.6 

7.2 
4.5 4.5 3.6 

11.7 

0.5 
0%

10%

20%

30%

40%

50%
（n=222）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、“西部地区”で「労働環境を整備・改善している」が45.6％と最も多くなっ

ている。 

 

＜分析・考察＞ 

製品・サービスや労働環境、従業員教育に取り入れている事業所が多い一方で、それ以外

を取り入れている事業所は少ないことがわかる。具体的な取り入れ方を示す等、新たなアプ

ローチ方法を検討する必要がある。 

調
査
数

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
に
す
で
に
取
り

入
れ
て
い
る

労
働
環
境
を
整
備
・
改
善
し
て
い

る 従
業
員
教
育
を
行
っ

て
い
る

情
報
収
集
を
行
っ

て
い
る

顧
客
に
対
す
る
Ｐ
Ｒ
を
行
っ

て
い

る 製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
研
究
・
開
発

を
行
っ

て
い
る

製
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
・
基
準
を
作
成
し
て
い
る

見
学
コ
ー

ス
を
整
備
・
改
善
し
て

い
る

ユ
ー

ザ
ー

向
け
の
説
明
書
に
取
り

入
れ
て
い
る

そ
の
他

無
回
答

222 45.5 40.1 29.3 14.9 12.6 7.2 4.5 4.5 3.6 11.7 0.5

東部地区 64 40.6 40.6 25.0 9.4 15.6 10.9 4.7 3.1 3.1 15.6 1.6

中部地区 77 51.9 35.1 26.0 18.2 13.0 3.9 3.9 2.6 5.2 10.4      -

西部地区 79 44.3 45.6 35.4 16.5 10.1 7.6 5.1 7.6 2.5 8.9      -

農林漁業 1 100.0 100.0 100.0      -      - 100.0      -      -      -      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 17 41.2 58.8 23.5 11.8 17.6 5.9      -      -      -      -      -

製造業 27 40.7 59.3 29.6 14.8 18.5 18.5 3.7 18.5 7.4 7.4      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

3      - 100.0 33.3      - 33.3      -      - 33.3      -      -      -

運輸・通信業 10 60.0 40.0 30.0 10.0 10.0      -      -      -      - 20.0      -

卸売・小売業、
飲食店

37 51.4 24.3 27.0 21.6 13.5 8.1 2.7 2.7 5.4 24.3      -

金融・保険業 16 62.5 25.0 25.0 6.3 6.3      - 6.3      - 6.3 6.3      -

不動産業 4 25.0 25.0 75.0      -      -      -      -      - 25.0 25.0      -

サービス業 49 40.8 42.9 32.7 14.3 12.2 2.0 8.2 4.1 2.0 8.2      -

その他 53 47.2 34.0 26.4 17.0 11.3 9.4 5.7 1.9 1.9 13.2 1.9

５～９人 71 43.7 35.2 32.4 11.3 12.7 5.6 1.4      - 4.2 15.5      -

10～29人 83 43.4 36.1 33.7 19.3 10.8 6.0 6.0 7.2 2.4 7.2 1.2

30～99人 43 46.5 51.2 23.3 14.0 18.6 9.3 4.7 4.7 4.7 16.3      -

100～299人 11 63.6 45.5      -      -      - 9.1      -      -      - 9.1      -

300～999人 5 40.0 60.0 20.0 20.0 20.0 20.0 40.0 40.0 20.0      -      -

1,000～1,999人 4 75.0 75.0 25.0 25.0 25.0 25.0      -      -      -      -      -

2,000人以上 3 33.3 33.3 33.3 33.3      -      -      -      -      - 33.3      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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11．ユニバーサルデザインを取り入れていくために行政に期待すること 

問８ すべての事業所に伺います。 

企業・事業所がユニバーサルデザインを取り入れていくために、行政にどのようなこ

とを期待しますか。あてはまるもの３つまでに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニバーサルデザインを取り入れていくために行政に期待することは、「事業所向けの情報

提供」が48.9％と最も多く、次いで「事業所向けの助成・融資制度の創設」が34.5％、「ユニ

バーサルデザインに配慮した製品の研究・開発」が22.1％などとなっている。 

 

事
業
所
向
け
の
情
報
提
供

事
業
所
向
け
の
助
成
・
融
資
制
度
の

創
設

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
に
配
慮
し

た
製
品
の
研
究
・
開
発

誰
も
が
使
い
や
す
い
製
品
開
発
や
利

用
し
や
す
い
サ
ー

ビ
ス
に
関
す
る
講

習
会
の
開
催

消
費
者
に
対
す
る
意
識
啓
発

事
業
所
向
け
の
専
門
家
（
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
）

派
遣

優
れ
た
製
品
・
サ
ー

ビ
ス
に
対
す
る

表
彰
制
度
の
創
設

そ
の
他

行
政
に
は
特
に
期
待
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

48.9 

34.5 

22.1 
19.1 

16.0 

10.5 
7.7 

2.9 
6.4 

11.6 

1.8 

0%

10%

20%

30%

40%

50%
（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、“農林漁業”で「事業所向けの助成・融資制度の創設」が62.5％と最も多くな

っている。 

 

＜分析・考察＞ 

「事業所向けの情報提供」が、業種や従業員規模を問わず最も多くなっている。「事業所向

けの助成・融資制度の創設」が従業員規模が100人未満の事業所で多いほか、「ユニバーサル

デザインに配慮した製品の研究・開発」への期待も高く、行政が行う支援について検討して

いく必要がある。 

調
査
数

事
業
所
向
け
の
情
報
提
供

事
業
所
向
け
の
助
成
・
融
資
制
度

の
創
設

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン
に
配
慮

し
た
製
品
の
研
究
・
開
発

誰
も
が
使
い
や
す
い
製
品
開
発
や

利
用
し
や
す
い
サ
ー

ビ
ス
に
関
す

る
講
習
会
の
開
催

消
費
者
に
対
す
る
意
識
啓
発

事
業
所
向
け
の
専
門
家
（

ア
ド
バ

イ
ザ
ー
）

派
遣

優
れ
た
製
品
・
サ
ー

ビ
ス
に
対
す

る
表
彰
制
度
の
創
設

そ
の
他

行
政
に
は
特
に
期
待
し
て
い
な
い

わ
か
ら
な
い

無
回
答

612 48.9 34.5 22.1 19.1 16.0 10.5 7.7 2.9 6.4 11.6 1.8

東部地区 179 46.4 30.7 24.0 17.3 15.6 10.6 6.1 2.8 5.6 15.6 2.8

中部地区 211 50.2 36.5 19.0 23.2 18.0 10.4 8.5 3.8 5.2 10.0 1.9

西部地区 204 50.0 35.8 25.0 16.2 15.2 10.3 8.3 1.5 8.3 9.3 1.0

農林漁業 8 50.0 62.5 25.0      - 37.5 12.5 12.5      - 12.5 12.5      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 65 50.8 33.8 24.6 15.4 9.2 7.7 1.5 1.5 9.2 16.9 1.5

製造業 94 41.5 41.5 22.3 16.0 14.9 11.7 10.6      - 6.4 13.8      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 23.1 15.4 15.4 23.1 15.4 7.7      -      - 7.7 38.5      -

運輸・通信業 30 46.7 36.7 6.7 26.7 3.3 20.0 6.7 3.3 13.3 13.3 3.3

卸売・小売業、
飲食店

129 49.6 34.9 23.3 18.6 14.7 14.0 7.0 3.9 4.7 9.3 3.9

金融・保険業 23 43.5 17.4 34.8 30.4 26.1      - 8.7 4.3 8.7 4.3      -

不動産業 5 60.0 60.0 20.0      - 20.0      - 20.0      -      - 20.0      -

サービス業 118 52.5 33.1 23.7 20.3 14.4 8.5 5.9 1.7 6.8 11.0 2.5

その他 104 54.8 33.7 23.1 21.2 24.0 9.6 12.5 5.8 1.9 6.7 1.0

５～９人 243 47.3 36.2 20.2 18.1 16.9 8.2 7.8 2.9 7.8 12.3 2.1

10～29人 207 53.6 37.2 27.1 20.3 14.0 12.1 6.3 1.9 6.8 8.2 1.0

30～99人 97 41.2 35.1 17.5 21.6 15.5 16.5 7.2 4.1 3.1 16.5 1.0

100～299人 29 51.7 13.8 20.7 17.2 17.2 6.9 13.8 3.4 6.9 13.8 3.4

300～999人 6 33.3 16.7 33.3      - 66.7      - 50.0      -      -      -      -

1,000～1,999人 5 80.0      - 20.0 20.0 40.0      -      -      -      -      - 20.0

2,000人以上 3 66.7 66.7 33.3 33.3      -      -      -      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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３ 「社会貢献活動」について 

12．社会貢献活動の実施状況 

問９ 貴事業所は、会社又は事業所単位の取組として社会貢献活動を実施していますか。い

ずれかあてはまる方に○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会貢献活動の実施状況は、「実施している」が57.5％、「実施していない」が41.8％とな

っている。 

 

 

実施している

57.5%
実施していない

41.8%

無回答

0.7%

（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員規模別では、“５～９人”で「実施していない」が54.3％と、「実施している」より

も多くなっているが、10人以上の規模では、「実施している」が「実施していない」より多く

なっており、従業員規模が大きくなるほど実施している割合が高くなる傾向が読み取れる。 

 

＜分析・考察＞ 

“建設業”、“不動産業”と“５人～９人”の従業員規模の事業所で「実施していない」が

半数を超えている。“建設業”、“不動産業”や“５人～９人”の従業員規模の事業所を対象に、

社会貢献活動への参加を呼び掛ける必要がある。 

調
査
数

実
施
し
て
い
る

実
施
し
て
い
な
い

無
回
答

612 57.5 41.8 0.7

東部地区 179 61.5 37.4 1.1

中部地区 211 55.9 43.6 0.5

西部地区 204 56.4 43.1 0.5

農林漁業 8 50.0 50.0      -

鉱業      -      -      -      -

建設業 65 49.2 50.8      -

製造業 94 51.1 46.8 2.1

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 53.8 46.2      -

運輸・通信業 30 70.0 30.0      -

卸売・小売業、
飲食店

129 58.9 41.1      -

金融・保険業 23 91.3 8.7      -

不動産業 5 40.0 60.0      -

サービス業 118 60.2 39.0 0.8

その他 104 56.7 42.3 1.0

５～９人 243 45.7 54.3      -

10～29人 207 62.3 37.2 0.5

30～99人 97 73.2 24.7 2.1

100～299人 29 65.5 31.0 3.4

300～999人 6 83.3 16.7      -

1,000～1,999人 5 100.0      -      -

2,000人以上 3 100.0      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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13．社会貢献活動を実施していない理由 

問10 問９で「２ 実施していない」と回答した事業所に伺います。 

実施していない理由は何ですか。あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会貢献活動を実施していない理由は、「従業員の負担となるから」が40.2％と最も多く、

次いで「何をすればよいか分からないから」が34.8％、「社会貢献活動を担当する部署がない

から」が31.3％などとなっている。 

 

従
業
員
の
負
担
と
な
る
か
ら

何
を
す
れ
ば
よ
い
か
分
か
ら
な
い
か

ら 社
会
貢
献
活
動
を
担
当
す
る
部
署
が

な
い
か
ら

従
業
員
が
個
々
の
意
思
で
既
に
行
っ

て
い
る
か
ら

会
社
の
利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か
ら

そ
の
他

無
回
答

40.2 

34.8 
31.3 

21.5 

4.7 5.5 

0.8 
0%

10%

20%

30%

40%

50%
（n=256）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、“西部地区”で「何をすればよいか分からないから」が36.4％と最も多くな

っている。 

 

＜分析・考察＞ 

「従業員の負担となるから」が最も多くなっているが、具体的な方法を示せば早期に対応

できる「何をすればよいか分からないから」が２番目に多くなっている。“建設業”、“製造業”、

“その他”において「何をすればよいか分からないから」が最も多くなっており、この業種

に対して、具体的な方法を示していくことが必要である。 

調
査
数

従
業
員
の
負
担
と
な
る
か
ら

何
を
す
れ
ば
よ
い
か
分
か
ら
な
い

か
ら

社
会
貢
献
活
動
を
担
当
す
る
部
署

が
な
い
か
ら

従
業
員
が
個
々
の
意
思
で
既
に

行
っ

て
い
る
か
ら

会
社
の
利
益
に
つ
な
が
ら
な
い
か

ら そ
の
他

無
回
答

256 40.2 34.8 31.3 21.5 4.7 5.5 0.8

東部地区 67 46.3 25.4 35.8 19.4 4.5 4.5 1.5

中部地区 92 39.1 37.0 31.5 29.3 5.4 5.4      -

西部地区 88 35.2 36.4 28.4 13.6 4.5 6.8 1.1

農林漁業 4 50.0 25.0      - 25.0      -      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 33 36.4 39.4 33.3 15.2      - 6.1      -

製造業 44 38.6 47.7 27.3 20.5 2.3      -      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

6 33.3      - 33.3 33.3      - 16.7      -

運輸・通信業 9 44.4 33.3 44.4      - 11.1 11.1      -

卸売・小売業、
飲食店

53 39.6 28.3 34.0 11.3 5.7 9.4 1.9

金融・保険業 2      -      - 50.0 50.0      -      -      -

不動産業 3 100.0      - 33.3 33.3 66.7      -      -

サービス業 46 45.7 26.1 23.9 32.6 6.5 6.5 2.2

その他 44 34.1 38.6 38.6 27.3 4.5 4.5      -

５～９人 132 44.7 36.4 28.8 20.5 4.5 5.3 1.5

10～29人 77 37.7 29.9 36.4 22.1 3.9 5.2      -

30～99人 24 25.0 33.3 33.3 20.8      - 8.3      -

100～299人 9 33.3 44.4 22.2 22.2 33.3      -      -

300～999人 1      -      -      - 100.0      -      -      -

1,000～1,999人      -      -      -      -      -      -      -      -

2,000人以上      -      -      -      -      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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14．実施している社会貢献活動の内容 

問11 問９で「１ 実施している」と回答した事業所に伺います。 

実施している社会貢献活動の内容は何ですか。あてはまるものすべてに○印をつけて

ください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施している社会貢献活動の内容は、「町内や事業所周囲の清掃等の地域奉仕活動」が

60.2％と最も多く、次いで「チャリティや文化イベント等の開催または共催・協賛・協力」

が52.0％、「被災地への義援金、従業員の派遣等」が27.3％などとなっている。 
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内
や
事
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仕
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催
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催
・
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援
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、

従
業
員
の
派

遣
等

福
祉
施
設
や
発
展
途
上
国
等
へ
の
寄
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・
物
品
の
提
供
等

本
業
に
関
連
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た
情
報
・
知
識
・
ノ

ウ
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ウ
・
技
術
等
の
無
償
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供

そ
の
他

無
回
答

60.2 

52.0 

27.3 
21.6 

16.8 

9.4 

0.3 
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
（n=352）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各属性別に見た場合も「町内や事業所周囲の清掃等の地域奉仕活動」、「チャリティや文化

イベント等の開催または共催・協賛・協力」が上位１位、２位を占める状況に変わりはない。 

 

＜分析・考察＞ 

業種や従業員規模に関わらず、「町内や事業所周囲の清掃等の地域奉仕活動」、「チャリティ

や文化イベント等の開催または共催・協賛・協力」は、事業所の社会貢献活動の内容として

定着していると考えられることから、これ以外の様々な社会貢献活動にも取組が広がるよう、

啓発していくことが必要である。 

調
査
数

町
内
や
事
業
所
周
囲
の
清
掃
等
の

地
域
奉
仕
活
動

チ
ャ

リ
テ
ィ

や
文
化
イ
ベ
ン
ト
等

の
開
催
ま
た
は
共
催
・
協
賛
・
協

力 被
災
地
へ
の
義
援
金
、

従
業
員
の

派
遣
等

福
祉
施
設
や
発
展
途
上
国
等
へ
の

寄
附
・
物
品
の
提
供
等

本
業
に
関
連
し
た
情
報
・
知
識
・

ノ
ウ
ハ
ウ
・
技
術
等
の
無
償
提
供

そ
の
他

無
回
答

352 60.2 52.0 27.3 21.6 16.8 9.4 0.3

東部地区 110 59.1 63.6 23.6 11.8 18.2 10.9 0.9

中部地区 118 60.2 44.1 28.8 25.4 11.0 10.2      -

西部地区 115 60.9 47.8 30.4 27.8 20.9 6.1      -

農林漁業 4 75.0 50.0 25.0      - 25.0      -      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 32 81.3 37.5 21.9 18.8 6.3 6.3      -

製造業 48 62.5 64.6 33.3 20.8 12.5 6.3      -

電気・ガス・
熱供給・水道業

7 71.4 42.9 14.3 14.3 14.3 14.3      -

運輸・通信業 21 66.7 33.3 9.5 33.3      - 9.5      -

卸売・小売業、
飲食店

76 56.6 57.9 38.2 30.3 11.8 9.2      -

金融・保険業 21 81.0 61.9 14.3 9.5 19.0 4.8      -

不動産業 2 50.0 100.0      -      -      -      -      -

サービス業 71 53.5 53.5 29.6 18.3 22.5 14.1      -

その他 59 47.5 42.4 25.4 20.3 32.2 8.5 1.7

５～９人 111 53.2 56.8 19.8 27.0 17.1 5.4      -

10～29人 129 60.5 45.0 26.4 20.2 14.7 11.6      -

30～99人 71 67.6 54.9 36.6 22.5 21.1 8.5 1.4

100～299人 19 57.9 42.1 31.6 5.3 15.8 10.5      -

300～999人 5 100.0 100.0 80.0 40.0 20.0      -      -

1,000～1,999人 5 40.0 80.0 40.0 20.0      - 20.0      -

2,000人以上 3 100.0 66.7 33.3      - 33.3 33.3      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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15．行政、学校、ＮＰＯ、他の組織・団体等と連携・協力して実施しているものの有無 

問12 問９で「１ 実施している」と回答した事業所に伺います。 

実施している社会貢献活動について、行政、学校、ＮＰＯ、他の組織、団体等と連携・

協力して実施しているものはありますか。いずれかあてはまる方に○印をつけてくだ

さい。 

※連携・協力の例 

・警察と協定を結んで地域の防犯活動に参加 

・自治会と合同で町内の清掃を実施 

・ＮＰＯが実施するチャリティイベントへの協賛や従業員ボランティア派遣等 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行政、学校、ＮＰＯ、他の組織・団体等と連携・協力して実施しているものの有無は、「連

携・協力して実施しているものがある」が66.8％、「連携・協力して実施しているものはない」

が29.8％となっている。 

 

 

連携・協力して

実施しているものがある

66.8%

連携・協力して

実施しているものはない

29.8%

無回答

3.4%

（n=352）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員規模別では、「連携・協力して実施しているものがある」の方がどの事業所も多くな

っているが、従業員規模が大きくなるほど、その割合が高くなる傾向にある。 

 

＜分析・考察＞ 

「連携・協力して実施しているものはない」と答えている事業所も29.8％いることから、

連携・協力できる具体的な事例等を用いて啓発していく必要がある。 

 

 

調
査
数

連
携
・
協
力
し
て
実
施
し
て
い
る

も
の
が
あ
る

連
携
・
協
力
し
て
実
施
し
て
い
る

も
の
は
な
い

無
回
答

352 66.8 29.8 3.4

東部地区 110 67.3 29.1 3.6

中部地区 118 63.6 32.2 4.2

西部地区 115 69.6 27.8 2.6

農林漁業 4 50.0 50.0      -

鉱業      -      -      -      -

建設業 32 71.9 21.9 6.3

製造業 48 58.3 39.6 2.1

電気・ガス・
熱供給・水道業

7 100.0      -      -

運輸・通信業 21 76.2 23.8      -

卸売・小売業、
飲食店

76 65.8 26.3 7.9

金融・保険業 21 76.2 14.3 9.5

不動産業 2      - 100.0      -

サービス業 71 74.6 25.4      -

その他 59 59.3 39.0 1.7

５～９人 111 65.8 27.9 6.3

10～29人 129 65.9 31.8 2.3

30～99人 71 70.4 26.8 2.8

100～299人 19 57.9 42.1      -

300～999人 5 80.0 20.0      -

1,000～1,999人 5 80.0 20.0      -

2,000人以上 3 100.0      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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16．従業員がボランティアなどの社会貢献活動を行うことに対して実施している支援等 

問13 すべての事業所に伺います。 

貴事業所は、従業員がボランティアなどの社会貢献活動を行うことに対して、実施し

ている支援等がありますか。あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従業員がボランティアなどの社会貢献活動を行うことに対して実施している支援等は、「ボ

ランティア活動の機会・情報の提供」が12.7％と最も多く、次いで「勤務時間内のボランテ

ィア活動の許可」が11.4％、「ボランティア休暇・休職制度の導入」が8.3％などとなってい

る。また「支援等は行っていない」が66.7％となっている。 

 

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
の
機
会
・
情
報

の
提
供

勤
務
時
間
内
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動

の
許
可

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
休
暇
・
休
職
制
度
の

導
入

従
業
員
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
グ
ル
ー

プ

の
活
動
支
援
（

活
動
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等
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業
員
が
行
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附
へ
の
上
乗
せ

そ
の
他

支
援
等
は
行
っ

て
い
な
い

無
回
答

12.7 11.4 
8.3 

5.4 
3.1 3.1 

66.7 

2.3 
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10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%
（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、“東部地区”で「勤務時間内のボランティア活動の許可」が15.1％と最も多

くなっている。業種別では、“金融・保険業”で「ボランティア活動の機会・情報の提供」が

最も高く、それ以外では「支援等を行っていない」が最も多い。 

 

＜分析・考察＞ 

従業員規模が小さい事業所ほど「支援等は行っていない」と答える割合が多い傾向がある。

従業員規模が小さい事業所を対象に、具体的な事例を用いた啓発を行う必要がある。 

 

調
査
数

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
の
機
会
・
情

報
の
提
供

勤
務
時
間
内
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活

動
の
許
可

ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
休
暇
・
休
職
制
度

の
導
入

従
業
員
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
グ
ル
ー

プ
の
活
動
支
援
（

活
動
費
の
補

助
、

活
動
場
所
の
提
供
等
）

従
業
員
が
行
う
寄
附
へ
の
上
乗
せ

そ
の
他

支
援
等
は
行
っ

て
い
な
い

無
回
答

612 12.7 11.4 8.3 5.4 3.1 3.1 66.7 2.3

東部地区 179 12.3 15.1 8.4 4.5 3.9 2.8 63.7 3.4

中部地区 211 10.0 9.0 8.5 5.7 2.8 2.8 71.6 1.4

西部地区 204 16.2 10.8 7.4 5.4 2.5 3.4 64.2 2.5

農林漁業 8 12.5 12.5      -      -      -      - 75.0 12.5

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 65 16.9 20.0 7.7 6.2 3.1 4.6 64.6      -

製造業 94 8.5 9.6 3.2 6.4 4.3 5.3 68.1 3.2

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 23.1 23.1 7.7 15.4 15.4      - 30.8 7.7

運輸・通信業 30 10.0 13.3 3.3 3.3      -      - 66.7 6.7

卸売・小売業、
飲食店

129 7.8 8.5 7.8 5.4 3.1 3.9 72.1 2.3

金融・保険業 23 47.8 13.0 30.4 8.7      - 4.3 17.4      -

不動産業 5      -      -      -      -      - 20.0 80.0      -

サービス業 118 16.9 12.7 4.2 2.5 3.4 1.7 69.5 0.8

その他 104 9.6 9.6 15.4 5.8 1.9 1.9 67.3 2.9

５～９人 243 9.5 10.3 7.4 4.5 2.5 2.1 70.4 2.5

10～29人 207 12.6 10.1 6.8 3.9 2.9 1.9 68.6 1.9

30～99人 97 16.5 17.5 10.3 9.3 4.1 9.3 57.7 2.1

100～299人 29 17.2 10.3 13.8 3.4 3.4      - 65.5 3.4

300～999人 6 33.3 33.3 16.7 16.7 16.7      - 33.3      -

1,000～1,999人 5 60.0      - 20.0 20.0      -      - 40.0      -

2,000人以上 3 33.3      -      -      -      - 33.3      - 33.3

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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４ その他の事項について 

17．「消費者志向経営」に関する取組内容で実施しているもの 

問14 貴事業所は、「消費者志向経営」に関する取組内容で実施しているものはありますか。

あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

※消費者志向経営とは 

 事業者が社会の一員として、その責任を十分に理解し、消費者の権利・利益を尊重

し、消費者視点に基づいた事業活動を行うとともに、持続可能な社会に貢献する経営

のあり方のことです。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「消費者志向経営」に関する取組内容で実施しているものは、「消費者・顧客志向という基

本姿勢を企業理念やミッションなどに定めている」と「問題発生時の緊急対応（被害の拡大

防止、被害者の救済等）、原因究明、再発防止、消費者へ情報発信する体制を整備している」

が27.8％と最も多く、次いで「事業所内に消費者・顧客の声を吸い上げる仕組みがある」が

23.2％、「品質保証部門、消費者及び顧客対応部門、コンプライアンス関連部門と事業関連部

門の定期的な情報交換の場がある」が14.7％などとなっている。また「特に実施していない」

が29.2％、「消費者志向経営という言葉を初めて聞いた」が16.2％となっている。 

 

消
費
者
・
顧
客
志
向
と
い
う
基
本
姿

勢
を
企
業
理
念
や
ミ
ッ

シ
ョ

ン
な
ど

に
定
め
て
い
る

事
業
所
内
に
消
費
者
・
顧
客
の
声
を

吸
い
上
げ
る
仕
組
み
が
あ
る

経
営
層
が
消
費
者
の
声
を
直
接
聞
く

仕
組
み
が
あ
る

従
業
員
に
対
し
て
消
費
者
志
向
の
意

義
を
理
解
す
る
た
め
の
研
修
会
を
開

催
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
実
施
し
て
い
な
い

消
費
者
志
向
経
営
と
い
う
言
葉
を
初

め
て
聞
い
た

よ
く
わ
か
ら
な
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無
回
答
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16.2 
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（n=612）
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所在地別では、“東部地区”で「問題発生時の緊急対応（被害の拡大防止、被害者の救済等）、

原因究明、再発防止、消費者へ情報発信する体制を整備している」が29.6％と最も多くなっ

ている。 
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情
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調
査
数
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費
者
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向
と
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う
基
本

姿
勢
を
企
業
理
念
や
ミ
ッ

シ
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ど
に
定
め
て
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る

事
業
所
内
に
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費
者
・
顧
客
の
声

を
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げ
る
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組
み
が
あ
る

経
営
層
が
消
費
者
の
声
を
直
接
聞

く
仕
組
み
が
あ
る

従
業
員
に
対
し
て
消
費
者
志
向
の

意
義
を
理
解
す
る
た
め
の
研
修
会

を
開
催
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
実
施
し
て
い
な
い

消
費
者
志
向
経
営
と
い
う
言
葉
を

初
め
て
聞
い
た

よ
く
わ
か
ら
な
い

無
回
答

612 27.8 27.8 23.2 14.7 13.2 10.0 0.5 29.2 16.2 7.8 3.4

東部地区 179 26.3 29.6 23.5 15.6 12.3 8.9      - 26.3 12.8 10.1 6.7

中部地区 211 27.0 28.0 22.3 13.7 13.3 12.8 0.9 29.4 20.9 5.2 1.9

西部地区 204 29.4 24.5 23.5 14.2 13.2 8.3 0.5 32.8 15.2 7.8 2.0

農林漁業 8 12.5 12.5 12.5 12.5      -      -      - 62.5 25.0 12.5      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 65 16.9 16.9 12.3 7.7 3.1 4.6      - 47.7 16.9 7.7 3.1

製造業 94 24.5 27.7 10.6 18.1 6.4 4.3      - 31.9 19.1 6.4 6.4

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 15.4 46.2 30.8 23.1 7.7      -      - 15.4 7.7 7.7 15.4

運輸・通信業 30 36.7 43.3 16.7 23.3 10.0 6.7      - 26.7 16.7 10.0      -

卸売・小売業、
飲食店

129 33.3 31.0 25.6 16.3 22.5 12.4      - 27.9 18.6 7.0 3.1

金融・保険業 23 52.2 47.8 69.6 43.5 17.4 26.1 4.3 4.3 4.3 4.3      -

不動産業 5 40.0      - 60.0      - 40.0      -      - 20.0      -      -      -

サービス業 118 29.7 26.3 28.0 14.4 16.1 13.6 0.8 22.9 13.6 8.5 2.5

その他 104 23.1 23.1 24.0 5.8 11.5 12.5 1.0 31.7 17.3 8.7 2.9

５～９人 243 19.8 22.6 16.9 9.1 9.9 9.1      - 36.6 20.6 8.2 4.1

10～29人 207 30.0 27.5 25.6 15.0 14.0 10.1 0.5 26.6 14.5 8.2 2.4

30～99人 97 36.1 32.0 24.7 21.6 14.4 10.3 1.0 22.7 16.5 5.2 3.1

100～299人 29 41.4 31.0 41.4 20.7 17.2 10.3 3.4 20.7 6.9 6.9 3.4

300～999人 6 66.7 100.0 50.0 66.7 50.0 16.7      -      -      -      -      -

1,000～1,999人 5 40.0 20.0 60.0 40.0 20.0 40.0      - 20.0      -      - 20.0

2,000人以上 3 33.3 100.0 66.7 66.7 33.3      -      -      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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＜分析・考察＞ 

従業員規模が小さい事業所ほど「特に実施していない」や「消費者志向経営という言葉を

初めて聞いた」と答える割合が多く、従業員規模が小さい事業所へのＰＲが必要である。ま

た、“金融・保険業”と“不動産業”では「消費者・顧客志向という基本姿勢を企業理念やミ

ッションなどに定めている」と答える割合が多い等、業種によって実施していることが異な

る為、業種に応じてアプローチを変えていく必要がある。 
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18．倫理的消費（エシカル消費）に関連する言葉の認知度 

問15 貴事業所は、倫理的消費（エシカル消費）に関連する以下の言葉を知っていますか。

あてはまるものすべてに○印をつけてください。 

※倫理的消費（エシカル消費）とは 

 人や社会・環境に配慮した消費行動のことであり、消費者それぞれが各自にとって

の社会的課題の解決を考慮したり、そうした課題に取り組む事業者を応援したりしな

がら消費活動を行うことです。 

 

＜全体結果＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

倫理的消費（エシカル消費）に関連する言葉の認知度は、「エコ」が76.3％と最も多く、次

いで「ロハス」が28.6％、「フェアトレード」が26.5％などとなっている。 
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＜属性別結果＞ （単位：％、調査数は事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種別では、“電気・ガス・熱供給・水道業”と“不動産業”で「倫理的消費（エシカル消

費）」、「エシカル」と答えた事業所はなかった。 

 

＜分析・考察＞ 

「エコ」や「ロハス」等の関連する言葉の認知度は一定程度あることがわかるが、「倫理的

消費（エシカル消費）」や「エシカル」の認知度は低い。エシカルという言葉の意味について、

ＰＲしていく必要がある。 

 

調
査
数

エ
コ

ロ
ハ
ス

フ
ェ

ア
ト
レ
ー

ド

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

倫
理
的
消
費
（

エ
シ
カ
ル
消
費
）

エ
シ
カ
ル

知
っ

て
い
る
も
の
は
な
い

無
回
答

612 76.3 28.6 26.5 14.2 5.1 3.6 19.6 3.1

東部地区 179 77.7 26.8 22.3 11.7 3.4 2.2 17.3 4.5

中部地区 211 78.2 29.9 30.8 15.2 6.6 4.3 19.0 1.4

西部地区 204 73.5 27.5 26.0 15.7 3.9 3.9 22.1 3.4

農林漁業 8 62.5 37.5 37.5 37.5 12.5 12.5 37.5      -

鉱業      -      -      -      -      -      -      -      -      -

建設業 65 76.9 24.6 15.4 13.8 6.2 3.1 21.5 1.5

製造業 94 78.7 30.9 28.7 18.1 2.1 2.1 18.1 3.2

電気・ガス・
熱供給・水道業

13 61.5 23.1 15.4 7.7      -      - 30.8 7.7

運輸・通信業 30 76.7 30.0 23.3 20.0 10.0 10.0 23.3      -

卸売・小売業、
飲食店

129 73.6 29.5 27.9 11.6 4.7 2.3 20.2 4.7

金融・保険業 23 78.3 30.4 26.1 34.8 8.7 8.7 17.4      -

不動産業 5 100.0 40.0 60.0 40.0      -      -      -      -

サービス業 118 74.6 26.3 26.3 11.0 5.1 3.4 22.9 1.7

その他 104 80.8 25.0 29.8 8.7 4.8 2.9 12.5 4.8

５～９人 243 77.0 29.2 22.6 12.8 4.1 2.5 19.3 2.9

10～29人 207 80.7 30.4 30.9 12.1 3.9 3.4 16.4 1.4

30～99人 97 68.0 19.6 23.7 17.5 7.2 4.1 26.8 4.1

100～299人 29 69.0 27.6 27.6 17.2 3.4 6.9 20.7 10.3

300～999人 6 100.0 16.7 50.0 66.7 16.7 16.7      -      -

1,000～1,999人 5 80.0 40.0 60.0 40.0 40.0 20.0      - 20.0

2,000人以上 3 100.0 66.7 33.3 33.3      -      -      -      -

所
在
地
別

業
種
別

従
業
員
規
模
別

全体
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Ⅲ 調査票 
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